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まずは，連邦憲法裁判所 2014 年 3 月 13 日決定１）の内容を紹介することとする。この決定は，
下級審の発出した裁判官命令がボン基本法 13 条に反するとして，破棄差戻しとした事例であ
る。
決定の結論としては，連邦憲法裁判所は， 2014 年 3 月 13 日の全員一致の決定において，下
1）　BVerfG.Beschluss.vom13.3.2014. http://www.bverfg.de/endscheidungen/rk10140313_2bvr097412.html.
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級審たるシュツットガルト区裁判所（2011 年 11 月 7 日）及び同地方裁判所（2012 年 3 月 29 日）












　訴願提起者は，2010 年 8 月 18 日の電子メールにより，共同経営者（Mitarbeiter）に 2006 年
来メキシコへの渡航歴があることを報告した。2010 年 8 月 19 日の電子メールにより，言及さ
れている訪問が，2006 年にメキシコのある地方への 4回中 1回であるということを通知した。
また，この電子メールにおいては，自らがどのような理由により訴追されなければならないの






　他の共同経営者は，検察官に対して，2005 年 2 月 10 日以降のメキシコとの武器取引に関し





























は，訴願提起者が，最初の捜索（2010 年 8 月 25 日）以前において既に，メキシコとの間で禁
止されている可能性がある武器輸出について認識を有しており，検察庁の見解に反して，輸出
を一層推進する行動を勧めていたとした。また，訴願提起者が，2010 年 8 月 19 日において既
に以下の内容の指摘をしていたとした。それは，企業のメキシコを所管している共同経営者が，
2006 年 6，7 月において，国家の禁止するゲリラ（Verbotsstaat Guerrero ）に滞在していたとい
う内容であった。以上から明らかになる「事情への近接さ（Naehe），専門知識（Sachkenttnis），
事情への理解（Leitung）」からは，容疑の端緒が明らかになっており，特にそのことは，訴願
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条 1，2 項の侵害に向けられていた。その内容として，捜索命令においては，犯罪への助長や
抑制に関して可罰性ある行為について触れられていないとした。買収行為への非難については，




















ン基本法 13 条 1,2 項の基本権を侵害するものと判断した。
（1）13 条 1 項による住居の不可侵の基本権の保障により，個人の領域的な生存空間は，基本
権として特別の保護の下にあり，その保護に対して捜索は重大な侵害に該当するとされている
（BVerfGE42, 212; 96, 27; 103, 142）。刑事責任の追及を目的とする住居の不可侵の基本権に対す
る侵害を正当化するためには，犯罪行為が行われたとする容疑が必要となる。
　問題となるのが，この容疑の程度であるが，具体的な事実に基づいたものでなければならず，
あいまいな手掛かりや単なる推論では十分ではない（BVerfGE44, 353; 115, 166）。捜索は，容
疑を理由づけるのに必要となる事実の捜査に貢献するものであってはならない。なぜならば，



























　　ア）この件については，2010 年 8 月 18, 19 日の電子メールからは明らかになっていない。





　　イ）問題となっている決定において，2010 年の 8月 25 日の電子メールから証拠物件の隠
2）　ここでこれまでの多くの連邦憲法裁判所判例等が引用されているが、これらの多くについては、拙著『公
権力による実力行使とその手続法的統制』白桃書房（1999 年）参照。また、ボン基本法 13 条全般に関する学説・
判例を概観する邦訳としては、ボード・ピエロート +ベルンハルト・シュリンク著　永田・松本・倉田訳『現
代ドイツ基本法』法律文化社（2001 年）313 頁以下参照。





















　2010 年 8 月 16 日のプレスによる発表に基づいて，いくつかのメキシコの部門への違法な武










































307 号（2002 年）91 頁以下参照。
4）　v. Mangoldt/ Klein/ Christian Starck, Kommentar zum Grundgesetz, Verlag Franz Vahlen （2010）, S.1285 （Gilbert 
Gornig執筆）.



























































7）　BverfGE44, 353. vom24. 5. 1977.
8）　コンメンタール（Gornig, a.a.O. （Anm.4）, S.1287, Michael Sachs, Grundgesetz Kommentar, C.H.Beck （2009）, 





Jabique Bruening, Der Richtervorbehalt in strafrechtlichen Ermittlungsverfahren, Nomos （2005）, S.217.
　なお、この問題については、拙稿「ボン基本法 13 条をめぐる最近の議論について」和歌山大学経済理論
316 号（2003 年）4頁において簡単に触れている。
9）　Satta, a.a.O. （Anm.5）, S.26f.



































































12）　Satta, a.a.O. （Anm.5）, S.31ff.








































央捜査判事制度が ｢人｣ に注目するのに対して，勤務体制という ｢制度｣ に注目した改善案で





















 （平成 26 年 11 月 19 日）
15）　ブリューニンクも同様の主張をしている。Bruening, a.a.O. （Anm.8）, S.226f, 241.
16）　この観点に関する簡単な紹介として、拙稿注（3）102 頁。
17）　Hermann v. Mangoldt/ Friedlich Klein, Das Bonner Grundgesetz （1957）, S.399.
18）　Schaefer, a.a.O. （Anm.14）, S.6.
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A Consideration of Article 13 of the German Constitutional Law
Yoshiki MORIGUCHI
Abstract
In this paper, I would like to examine the issues that are left to me of the Article 13 of the 
German constitutional law. 
　In the first half of this paper, I could confirm that the details of the recent decision of 
the Federal Constitutional Court （Bundesverfassungsgericht） do not alter the trend of the 
past cases from 2001. 
　In the second half of this paper, I examine evidence that has been collected without the 
judge’s order （Richtervorbehalt）. I can confirm that different arguments are made at the 
constitutional level and the criminal law level.
